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賃 金 と物価についての考察 
                         田口さつき  

 

企業が人件費の削減に強力に取り組んでいるこ

とにより、１９９８年度から現金給与額は前年比マイ

ナスが続いている。 

現金給与額減少の主因は、賞与の削減であるが、

それだけにとどまらず時給が正社員に比べて半分

以下ですむパートタイマーの活用（図１）や、正社員

の基本給自体を削減するなど、雇用体系や賃金制

度の変更にまで踏み込んだ改革が進んでいる。 

このような企業の人件費抑制姿勢は、物価、特に

消費者物価にどのような影響を与えるのであろう

か。 

 図２は、失業率と賃金の関係を示すフィリップス曲

線であるが、負の相関が成り立っているようだ。また、

労使が賃金交渉する際に物価変動に対し、賃金水準

を調整する道具として消費者物価が用いられている。 

これらの賃金（名目ベースの労働者一人当たりの

時間給）、消費者物価指数（生鮮食品を除く）、失業率

の３変数について、各変数が他の変数に対し本当に

影響を及ぼしたのか、どうかを統計的に検定するグレ

ンジャー因果性テストを行った結果、図３のようになっ

た。 

グレンジャー因果性テストから、賃金と失業率、賃

金と消費者物価は相互関係があることがわかった。

また、失業率は消費者物価指数に影響を及ぼすもの

の、消費者物価指数は失業率に影響を及ぼしていな

い。つまり、消費者物価については、賃金と失業率と

いう２つの経路があるという結果となった。 

これら２つの経路を回帰分析により把握したのが、

表１、２である。 

これによると、賃金の上昇（低下）は消費者物価指

数の上昇（低下）につながることが示される。賃金（時

給）の１００円の上昇で消費者物価指数を前年同期
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図１　パートタイム労働者比率
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図２　フィリップス曲線(1990年度-2003年度)
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図３ グレンジャー因果性テストの結果 

賃金（名目）                    消費者物価指数（生鮮食品を除く）        

                        完全失業率  

太線は１％有意、細線は５％有意 
  （注）推計に用いたデータは四半期ベース。推計期間は１９９８年４～６月期から 

２００４年１～３月期。これらのデータは非定常系列であることがＡＤＦ検定で棄

却されたため、前期差を取った 。 
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比で約０．０６％引上げさせる。一方、失業率について

はその影響の方向は一様には定まっていないようで

ある。 

足元では企業収益の改善から、製造業を中心に賞

与を引上げる動きがあり、今後、賃金の上昇が消費

者物価指数の上昇に結びつく可能性は否定できな

い。 

しかし、景気が堅調に推移している現在も企業は

人件費を抑制する姿勢を変更していない。企業によ

るパートタイマーの活用が進展し続けている。正 社

員 の 数 は 依 然 と し て 前 年 比 を 下 回 っ て い る

一 方 で 、２００４年１～３月期の求人に占めるパート

タイマーの比率は３割と高く、労働者の４人 に １人

が パ ー トタイマーという状 況 で あ る 。そのため、

労 働 者 一 人 当 た りの賃 金 （時 給 ）は 伸 び 悩

もう。 

また、会 社 あ る い は 個 人 の 業 績 に 連 動 させ

た 給 与 体 系 に 変 更 す る 企 業 が 増 え て い る た

め、景 気 の 上 昇 局 面 で も過 去 に 比 べ 一 律 に

賃 金 が 上 昇 す る 状 況 に は な い 。そのため、賃

金 が 消 費 者 物 価 を上 昇 させるといってもその

寄 与 は 限 定 的 で あ ろ う。 

 

 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１
定数項 賃金 Ｒ^2 ＤＷ ＲＳＳ

-0.1049(-2.32) 0.0006(7.16) 0.6996 1.78 1.0809

表２
定数項 失業率(-1) 失業率(-2) 失業率(-3) 失業率(-4) Ｒ^2 ＤＷ ＲＳＳ

-0.0905（-1.13） 1.0796（3.44）-0.4421(-1.39) 0.3015（0.90）-0.9618（2.94） 0.568 2.07 1.3014

賃金については、賃金が同期の消費者物価指数に影響があった（瞬時的因果関係が成立していた）ため、同期で回帰した。

表１，２とも(    )内は ｔ 値


